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地震被害想定調査

● 国の被害想定を踏まえ、三重県にとって
最悪のケースを想定

● 東日本大震災等で明らかになった課題
を踏まえ、新規の被害想定項目を考慮

・強震動・液状化
危険度予測

・津波浸水予測
・被害想定推計
・（新規項目）
津波火災被害
など

新地震対策行動計画（仮称）策定

国の新たな地震対策の方針を踏まえ、
緊急地震対策行動計画での取組に加え、

帰宅困難者対策などソフト事業、
地震に強いまちづくり等社会基盤に
かかる事業を含めた、総合的な対策

【 計画期間 ： 平成２５年度から４～５年間 】
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緊急地震対策行動計画
県民の生命を守ることを最優先とし
て、避難を中心とした「緊急」かつ
「集中的」に取り組むべき対策

（平成２３年１０月策定）

H24.3 国から提示された最大クラスの震度分布

三重県の地震・津波対策の取組

津波浸水予測調査
（三重県独自で実施）

最大クラス
を想定
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行動（取組）例

１ 地域の実情を踏まえた避難計画づくり。
避難訓練の実施。

２ 避難所適正配置に関する支援。
３ 学校等での安全点検や計画の見直し。

高齢者、障がい者等への避難支援。
４ 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの見直し。

防災関係職員等への避難行動周知。
５ 防災行政無線の総点検。

緊急速報メール活用体制の検討。
６ 住宅の耐震化、家具の固定促進。
７ 県庁舎、学校等重要施設の耐震化。
８ 子ども防災ノート、啓発コンテンツを

活用した防災意識の向上。
９ 避難所運営マニュアル策定指針の改訂。
１０ 広域防災拠点、市町との備蓄の情報共有

や役割分担について検討。
１１ 災害拠点病院等の機能の緊急点検。
１２ 応急対策活動にかかる計画の見直し。
１３ 広域応援体制の協定見直し。

広域防災拠点のあり方検討。

三重県緊急地震対策行動計画
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防災・減災対策検討会議
三
重
県
防
災
会
議 被害想定調査委員会

構成：学識経験者

三重県地域防災計画の見直し
新地震対策行動計画の策定

庁内検討

地域防災計画
（見直し）

新地震対策行動計画 広域防災拠点施設等整備

報
告

広域防災拠点施設等
構想検討委員会
構成：学識経験者、

防災関係機関等

報
告

防災会議 部会

庁内検討ＷＧ
庁内検討ＷＧ

庁内検討ＷＧ

連

携

助言・
指導

概要：「地域防災計画」の見直し及び「新地震対策行動計画（仮称）」
の策定等、三重県の新たな防災・減災対策を検討するため、
三重県防災会議のもとに、平成24年4月26日に設置。

委員長 河田惠昭 関西大学大学院社会安全学研究科
理事・教授

委員 室﨑益輝 関西学院大学総合政策学部 教授
福和伸夫 名古屋大学減災連携研究センター長 教授
畑中重光 三重大学大学院工学研究科 教授
川口 淳 三重大学大学院工学研究科 准教授
尾中弘明 熊野市防災対策推進課長
新谷琴江 防災コーディネーター、三重のさきもり
竹田 寛 三重大学大学院医学系研究科

医学部附属病院 教授・院長
西村鎮雄 大紀町防災安全課長
松田愼二 ＮＰＯ法人ピアサポートみえ 理事長
若林千枝子 みえ災害ボランティア支援センター

事務局長
稲垣 司 三重県防災対策部長

今後、「三重県地域防災計画」の被害想定等に関する事項につ
いて検討を行う“被害想定調査委員会”、広域防災拠点のあり方
等について検討を行う“広域防災拠点施設等構想検討委員会”
を順次設置し、また、関係部局の担当課職員で構成する、庁内の
検討WGと連携をとりながら、対策等の検討を進める。

政策への
反映

防災・減災対策検討会議




